
独立行政法人 高齢・障害・求職者雇用支援機構 

Ⅰ 法人の概要（平成 25 年 4 月 1 日現在）

1 所 在 地    千葉県千葉市美浜区若葉三丁目 1番 2号 

高度職業能力開発促進センター内 

2 設 立 年 月 日    平成 15 年 10 月 1日 

3 代 表 者    理事長  小林 利治 

4 基 本 財 産     431,331 百万円 

5 北九州市の出捐金    19,789 千円（出捐の割合 0.005％） 

6 役 職 員 数     

人    数 

合 計 うち本市からの派遣 うち本市退職者 うちその他 

役 員    8 人 0 人 0 人    8 人 

常 勤    7 人 0 人 0 人    7 人 

非常勤    1 人 0 人 0 人    1 人 

職 員  3,891 人 0 人 0 人  3,891 人 

Ⅱ 平成 24 年度事業実績 

【高齢・障害者の雇用支援に関する業務】 

高齢者等の雇用促進のための給付金の支給、高年齢者等の雇用に関する事業主への相談・援助及び障

害者の職業センターの設置・運営等の業務を行う。 

<高齢・障害者雇用支援勘定 高齢者雇用支援事業経理> 

1 給付金支給関係業務の実施 

2 高齢者等の雇用に関する技術的事項についての相談・援助の実施 

3 高齢者雇用に関する実践的手法の開発・提供 

4 啓発広報活動の実施 

<高齢・障害者雇用支援勘定 障害者雇用支援事業経理> 

1 外部評価委員会職業リハビリテーション専門部会の開催 

2 ホームページによる情報提供（機構ホームページ） 

3 障害者職業総合センター 

4 広域障害者職業センターの職業評価、職業指導、職業適応指導 

5 地域障害者職業センター 

6 第 20 回職業リハビリテーション研究発表会の開催 

7 障害者雇用に関する実践的手法の開発・提供 

【障害者職業能力開発校の運営に関する業務 <障害者職業能力開発勘定>】 

1 中央障害者職業能力開発校の運営 

2 吉備高原障害者職業能力開発校の運営 

3 障害者能力開発指導者交流集会の開催 
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【障害者雇用納付金関係業務 <障害者雇用納付金勘定>】 

障害者雇用納付金の徴収、助成金等の支給、障害者の技能に関する競技大会の開催及び障害者雇用に

関する講習啓発等の業務を行う。 

1 評議委員会の開催 

2 外部評価委員会の開催 

3 障害者雇用調整金の支給 

4 報奨金の支給 

5 各種助成金の認定及び支給 

6 助成審査委員会の開催 

7 障害者雇用納付金の徴収 

8 障害者雇用納付金関係調査の実施 

9 障害者雇用納付金関係事業主説明会の開催 

10 制度普及資料等の作成・配布 

11 障害者職業生活相談員資格認定講習の実施 

12 障害者の雇用管理に関する講習・研修の実施 

13 就労支援機器の普及・啓発等 

14 障害者の雇用に関する啓発事業 

15 障害者技能競技大会の開催 

【職業能力開発に関する業務 <職業能力開発勘定>】 

職業能力開発短期大学校、職業能力開発大学校、職業能力開発促進センター及び職業能力開発総合大

学校等の設置・運営等を行う。 

1 運営委員会の開催 

2 外部評価委員会職業能力開発専門部会 

3 地方運営協議会の開催 

4 離職者を対象とした職業訓練の実施 

5 高度技能者の養成のための職業訓練の実施 

6 在職者を対象とした職業訓練の実施 

7 事業主等との連携・支援 

8 職業訓練指導員の養成 

9 訓練コースの開発等職業訓練の実施に関する調査・研究 

10 職業能力開発分野の国際連携・協力の推進 

【求職者支援訓練の認定等に関する業務 <認定特定求職者職業訓練勘定>】 

求職者支援訓練の認定及び訓練の実施に必要な助言及び指導等を行う。 

1 求職者支援制度に係る職業訓練の認定業務の実施 

【雇用促進住宅の譲渡等に関する業務 <宿舎等勘定>】 

「特殊法人等整理合理化計画」等を受け、雇用促進住宅を譲渡又は廃止する業務ならびに譲渡するま

での間の管理運営業務を行う。 

1 雇用促進住宅の譲渡等 
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Ⅲ 平成 24 年度決算

1 貸借対照表

                              平成25年3月31日現在（単位：百万円） 

資産の部 金額 負債の部 金額 

流動負債 

 未払金 

  短期リース債務 

  預り金 

  その他 

固定負債 

  資産見返負債 

  長期リース債務 

  資産除去債務 

  その他 

法令に基づく引当金等 

  納付金関係業務引当金 

21,751

12,880

2,098

4,630

2,143

35,882

14,637

2,701

13,917

4,628

7,632

負債合計 65,265

純資産の部 

資本金 

 政府出資金 

 地方公共団体出資金 

資本剰余金 

利益剰余金 

 前中期目標期間繰越積立金

 積立金 

 当期未処理分利益 

431,331

431,109

222

▲19,686

40,190

14,252

2,461

23,478

流動資産 

  現金及び預金 

  その他 

  貸倒引当金 

固定資産 

  有形固定資産 

    建物 

    土地 

    その他 

  無形固定資産 

  投資その他の資産 

  金銭の信託 

  その他 

  貸倒引当金 

69,680

63,966

5,822

▲108

447,420

444,926

130,189

294,238

20,499

0

2,494

2,000

2,953

▲2,458

純資産合計 451,835

資産合計 517,101 負債純資産合計 517,101

2 損益計算書 

                自 平成 24 年 4 月 1 日 

至 平成 25 年 3 月 31 日（単位：百万円） 

金額 

経常費用（A） 110,431

 業務費 

   人件費 

   助成金 

   支給金 

   業務委託費 

   その他 

一般管理費 

  人件費 

  その他 

財務費用 

  支払利息 

106,556

30,809

3,130

21,231

13,523

37,864

3,714

1,567

2,147

161

161

経常利益（B） 129,566

運営費交付金収益 

補助金等収益 

納付金収入 

業務収益 

  職業能力開発収益 

  宿舎等業務収益 

  その他 

その他 

78,373

3,145

18,315

27,723

3,759

23,388

577

2,009

臨時損益（C） 4,344

当期総利益（B－A＋C） 23,478
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Ⅳ 平成25年度事業計画 

第 1 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

1 効果的・効率的な業務運営体制の確立 

2 業務運営の効率化に伴う経費節減等 

3 事業の費用対効果 

4 障害者雇用納付金を財源に行う講習及び啓発の事業規模の配慮 

第 2 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

1 共通的事項 

2 高年齢者等に係る雇用関係業務に関する事項 

3 障害者に係る雇用関係業務に関する事項 

4 職業能力開発業務に関する事項 

第 3 予算、収支計画及び資金計画 

第 4 短期借入金の限度額 

第 5 財産の処分等に関する計画 

1 不要財産等の処分に関する計画 

第 6 余剰金の使途 

第 7 その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

1 人事に関する計画 

2 施設・設備に関する計画 

3 積立金の処分に関する計画 

Ⅴ 平成 25 年度予算
 (単位：百万円) 

区    分 金    額 

収入 
運営費交付金 
施設整備費補助金 
高齢・障害者雇用開発支援事業費補助金 
雇用開発支援事業費等補助金 
業務収入 
受託収入 
その他の収入 

  計 

68,279
1,752
9,068
38

24,279
50

16,330

122,996

支出 
 人件費 
 一般管理費 
業務経費 
施設整備費 
受託業務費 

   計 

35,051
2,398
86,464
1,752
50

125,715

※収入不足分については、積立金からこれに充当するものとする。 
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Ⅵ 役 員 名 簿

平成 25 年 7 月 1 日現在 

役 職 名 氏    名 備     考 

理  事  長 小 林 利 治  

理事長代理 村 木 太 郎  

理   事 桑 原 幸 治  

〃 中 村 廣 志  

〃 姉 崎  猛  

〃 加 藤  充  

監  事 八 木 原  壮  夫  

〃 西 川  健  
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